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○地域づくり⼈材の育成や
広域的なサポート体制の構築

・農村プロデューサー養成講座の全国展開
・農村RMO形成の伴走者となる中間支援組織
の育成や農山漁村発イノベーションの推進
のためのサポートセンターの機能拡充

・土地改良事業団体連合会が、資金の調達・
交付や工事の受託により、土地改良区等を
支援する仕組みを構築

○農的関係⼈⼝の創出・拡⼤
・農山漁村での様々な活動に、都市部等から
の多様な人材が関わる機会を創出

○⽣活インフラ・サービスの整備
の推進

・生活インフラ・サービスが受けられる環境を関係府省と連携して推進
・官民で連携し、情報通信環境の構築に向けたノウハウの横展開や
人材の育成・確保

〇新型コロナウイルス感染症の影響 〇人口・経済活動の⼤都市への過度な集中 〇テレワーク、兼業・副業等の新しいスタイルの働き⽅ 〇⽥園回帰による人の流れの加速化 ○デジタル技術の活用 〇少⼦⾼齢化・
⼈⼝減少 〇農村の持つ価値や魅⼒の再評価 〇持続的な低密度社会の実現 〇大都市から農村への⼈⼝分散 〇災害に強い持続的な国⼟保全、みどりの⾷料システム戦略、2050年カーボンニュートラル、SDGsへの貢献

○多様な主体が参画し、地域資
源を活⽤して新たな事業を創出
する 「農⼭漁村発イノベー
ション」 の推進

地⽅への⼈の流れを加速化させ持続的低密度社会を実現するための
新しい農村政策の構築（概要）

関係府省、地⽅⾃治体、事業者と連携・協働し、施策を⼀体的に講ずる「地域政策の総合化」の推進
農山漁村地域づくりホットラインを通じ、地域づくりに取り組む団体等の相談や、必要な取組に対して関係府省と施策を結集させて対応 農村RMOに関する関係府省連絡会議の設置

○⾷料の安定供給のための農地の確保を前提とした、地域ぐるみの話合いを通じた
持続可能な⼟地利⽤の推進

農村への関与・関⼼の深化のイメージ図

令和４年４⽉
新しい農村政策の在り⽅に関する検討会
⻑期的な⼟地利⽤の在り⽅に関する検討会

農⼭漁村発イノベーション：
６次産業化のほか、農山漁村の活用可能な地
域資源を発掘し、磨き上げた上で、他分野と
組み合わせて新しい事業を創出する取組

農村ＲＭＯ
(Region Management Organization)：
地域コミュニティ機能を維持強化するた
め、多様な関係者が連携し、農用地の保
全、地域資源の活用、生活支援に取り組
む地域運営組織

農村型地域運営組織（農村RMO）のイメージ

農⽤地保全 地域資源の活⽤

農地周辺・林地の草刈り作業 直売所を核とした域内経済循環 集荷作業と併せた買い物⽀援

⽣活⽀援

⼟地利⽤検討の⽅向性

○多様な関係者が連携し、農
⽤地の保全、地域資源の活
⽤、⽣活⽀援に取り組む農
村型地域運営組織（農村
ＲＭＯ）の育成

・農村RMO形成のための取組や伴走支
援を実施

○防災減災対策の推進
・ため池等の豪雨対策の手続を迅速化

・地域の話合いを通じた持続可能な土地利用計画の策定、農地の粗放的利用や計画的な植林等の取組を支援

農⼭漁村発イノベーション

・市町村による土地の詳細な用途
（有機農業、放牧等）の指定を推
進する仕組みを構築

・地域の話合いを通じて、農林漁業団体等が、農用地の保全等に関する事業（放牧等の粗放的管理、鳥獣緩衝帯の整
備、林地化等）を実施しようとする場合に、地方自治体に活性化計画の作成を提案できる仕組みや、当該計画に基
づく事業実施に必要な手続の迅速化を図る仕組みを構築

・農地バンクが一定のまとまりで借
り受けた農地について、都道府
県が農業者の費用負担を求めず
に農業水利施設等の整備ができ
る仕組みを構築

・農山漁村発イノベーションに必要な施設等
の整備を行う場合の必要な手続を迅速化

・中央・都道府県段階にあるサポートセン
ターの機能を拡充し、多様な地域資源を活
用した商品・サービスの開発等の推進や、
専門家派遣を実施
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事業概要（⽬的・実施主体・補助率等）
・⼭村の活性化を図るため、⼭村の特⾊ある地域資源の活⽤等を通じた所得・雇⽤の増⼤を図る取組を⽀援します。
実施主体︓市町村、地域協議会等
補助率︓定額（上限1,000万円/地区）等 ）

事業内容（詳細）

１．⼭村活性化対策事業
⼭村振興法に基づき、農林⽔産物等の消費の拡⼤や域

外への販売促進、付加価値の向上等を通じた地域経済
の活性化を図るため、⼭村や地域資源の潜在⼒を再評
価し、これを加⼯・活⽤し、⼭村地域ならではの特産
品やサービスを開発・販売するためのソフト活動（資
源調査、組織・体制づくり、⼈材育成、商品・サービ
ス開発等）を⽀援します。

２．商談会開催等事業
地域資源を活⽤した商品開発等の取組や商品・

サービスに関する事業化、さらに開発した商品等の販
路開拓・拡⼤をバックアップするため、①マーケティ
ングのノウハウに係る基礎講習、②ビジネスモデル作
成に関するワークショップ、③バイヤーとの商談会の
取組を⽀援します。

成果（データ）や事例

〇地域資源の例
野菜・規格外野菜、⼭菜、きのこ、地域材（⽤材、間
伐材、未利⽤材）、酒⽶・酒粕、塩、栗、蜂蜜、未利
⽤資源（地ビール廃棄物等）、ジビエ、獣⽪、野草
（ハーブ、エキス）、⼤⾖、新規作物（ビーツ、えご
ま、マカ）、伝統⼯芸品、海産・養殖⿂、景観 など

〇商品開発の事例

実施地区数︓約250地区（H27〜）

⼭村活性化⽀援交付⾦

【マカカレー】現地調査 合意形成・計画づくり 地域資源を活⽤した
商品の開発

【はちみつ】

【清酒】
【 BBQプレート】 【施設を⽊材でコーディネート】

【化粧品】
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⼭村活性化対策事業 ⽀援内容・助成対象

資源量調査・資源確保策対応︓地域資源の賦存状況・利活⽤状況調査、栽培講習会等

⼈材育成︓地域ワークショップ開催、技術取得・技術普及向け研修会実施等

商品開発・既存商品改良等︓地域資源を活⽤した新商品開発（既存商品改良）、市場
調査（試験販売）、名物メニュー・観光プログラム開発、モニターツアー実施等

販路開拓・拡⼤︓キャッチコピー作成、ブランディング戦略検討、広報活動、展⽰商
談会出展、HP（ECサイト）⽴ち上げ等

⽀援内容

役務費、委託料、資材等購⼊費、機械賃料、⼈件費、旅費 等
（補助率︓１地区当たり上限 年間1,000万円×３年間まで（定額＝100％））

助成対象
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⼭村活性化対策事業 実施要件・実施主体

● ⼭村振興計画（H27法改正を踏まえたもの）が作成されていること

● 振興⼭村の地域資源を活⽤し、振興⼭村の所得・雇⽤を増⼤する取組であること
（雇⽤、販売額等の増⼤に関する⽬標を設定）

事業実施要件

● 振興⼭村を有する市町村

● 振興⼭村を有する市町村を構成員に含む地域協議会（※）
（※市町村役割︓経理事務の監督）

事業実施主体

パタン１（理想形） パタン２（実施可能）

振興⼭村

資源生産

道の駅

ネット販売 振興⼭村

資源生産 製造加工

道の駅

ネット販売⾮振興⼭村

製造加工利益還元
利益還元



5

分かり易い⼭村振興計画の作り⽅（マニュアル）

法令・施策
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農村地域での集落機能の低下と地域運営組織の必要性

農村集落機能の衰退

資源管理
（所有と利⽤の分離）

⽣産補完
（相互補完の希薄化）

⽣活扶助
(社会サービスの後退)

農地、共同施設の荒廃化

⽣活の困難化経営縮⼩、離農

⽣産補完や⽣活扶助の農村集落機能が衰退
資源管理が困難となり農地や共同施設が荒廃

○ 中⼭間地域では、⾼齢化・⼈⼝減少の進⾏により、農業⽣産活動のみならず、地域資源（農地・
⽔路等）の保全や⽣活（買い物・⼦育て）など集落維持に必要な機能が弱体化。

○ 農家、⾮農家が⼀体となり、⽣産、⽣活扶助、資源管理に取り組むことで、地域コミュニティの
機能を維持・強化することが必要。

３つの集落機能を補完する地域運営組織（RMO)が必要
地域運営組織とは、地域の⽣活や暮らしを守るため、地域で暮らす⼈々が中⼼となって形成され、

地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、
地域課題の解決に向けた取り組みを持続的に実践する組織。

RMO: Region Management Organizationの略
（例）○○まちづくり協議会、○○地域づくり協議会、○○地域協議会、○○地域運営協議会 等
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中⼭間地域の保全のための農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）のイメージ

農⽤地の保全 地域資源の活⽤ ⽣活⽀援

農村ＲＭＯ※

総
務
部

⽣
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

⾃治会・町内会
婦⼈会・ＰＴＡ
社会福祉協議会
など

事務局

協議機能

※ 地域運営組織が展開する活動は多種多様であり、法⼈格を持たない任意団体（⾃治会・町内会、⾃治会等の連合組織など）をはじめ、NPO法⼈、
認可地縁団体、⼀般社団法⼈、株式会社、合同会社など多様な法⼈制度を活⽤。

集落協定
集落営農
農業法⼈
など

（⼩学校区程度のエリア）
事業の実施実⾏機能協議会（総会）

農地周辺等の草刈り作業 直売所を核とした域内経済循環 集荷作業と併せた買い物⽀援

地域の存続に向けて普段から組織的に活動を⾏って
いる農業者を⺟体とした組織を形成

中⼭間地域等直接⽀払、多⾯的機能⽀払による共同活動、組織的活動の下地

Ａ
集
落
協
定

Ｂ
集
落
協
定

Ｃ
集
落

Ｄ
集
落
協
定

Ｅ
集
落
協
定

Ｆ
集
落
営
農

Ｇ
農
業
法
⼈

Ｈ
農
業
法
⼈

複数の集落による集落協定や農業法⼈など農業者を⺟体とした組織と、⾃治会、社会福祉協議会など多様な地域
の関係者とが連携して協議会を設⽴し、農村ＲＭＯの活動の基本となる農⽤地等の保全、地域資源の活⽤、農⼭漁
村の⽣活⽀援に係る将来ビジョンを策定し、これに基づき各事業を実施。

中⼭間地域等直接⽀払の対象集落

多⾯的機能⽀払の対象集落

地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

資源管理 ⽣産補完
農業振興 ⽣活扶助
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農村ＲＭＯモデル形成⽀援

地域協議会等が作成する将来ビジョンに基づく農⽤地保全、地域資源活
⽤、⽣活⽀援にかかる調査、計画作成、実証事業等の取組を⽀援します。
【事業期間︓上限３年間、交付率︓定額】

２．農村ＲＭＯ伴⾛⽀援体制の構築
農村ＲＭＯ形成を効率的に進めるため、中間⽀援組織の育成等を通じた

都道府県単位における伴⾛⽀援体制の構築や、各地域の取組に関する情
報・知⾒の蓄積・共有、研修等を⾏う全国プラットフォームの整備に対して⽀
援します。

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

【令和４年度予算額 9,752（9,805）百万円の内数】
＜対策のポイント＞
中⼭間地域において、複数の農村集落の機能を補完する「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形成により地域で⽀え合うむらづくりを推進す

るため、農村ＲＭＯを⽬指してむらづくり協議会等が⾏う実証事業等の取組や協議会の伴⾛者となる中間⽀援組織の育成等の取組に対する⽀援を
実施します。
＜事業⽬標＞
農用地保全に取り組む地域運営組織（100地区［令和８年度まで］）

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ：Region Management Organization）
複数の集落の機能を補完して、農⽤地保全活動や農業を核とした経済活動と
併せて、⽣活⽀援等地域コミュニティの維持に資する取組を⾏う組織

＜事業の流れ＞

定額

国
地域協議会

定額

定額

都道府県 （１の事業）

都道府県、⺠間団体 （２の事業）

農⼭漁村振興交付⾦(中⼭間地農業推進対策)のうち
農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業 〜地域で⽀え合うむらづくりの推進〜

※下線部は拡充内容

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業

【⽀援対象】
・調査・分析
・計画作成
・実証事業 等

ワークショップ 研修会 先進地視察

全国プラットフォーム

中間⽀
援組織

地域

中間⽀
援組織

地域 地域 地域

農村ＲＭＯモデル形成⽀援

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）のイメージ

農⽤地の保全、農業⽣産

⾃治会・町内会
婦⼈会・ＰＴＡ
社会福祉協議会など

集落協定、集落営農
農業法⼈
など

○○むらづくり協議会

集落
協定

総
務
部

生
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

集落
協定

集落
協定集落 集落

営農
農業
法人

Ａ集落 Ｂ集落 Ｃ集落Ｄ集落Ｅ集落 Ｆ集落

●複数の集落による集落協定等と⾃治会など多様な地域
の関係者が連携して協議会を設⽴
●地域の話合いにより、農⽤地の保全、地域資源の活⽤、
農村の⽣活⽀援に係る将来ビジョンの策定

【事業対象分野】
地域資源活⽤ ⽣活⽀援農⽤地保全

集荷作業と併せた買い物⽀援農地周辺・林地の草刈り作業 直売所を核とした域内経済循環

農村ＲＭＯ伴⾛⽀援体制の構築
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農村ＲＭＯ形成推進に向けた各府省連携

１．「農村ＲＭＯ」の形成にあたって各府省所管の各種制度を活⽤
＜農村ＲＭＯとの関わりが想定される制度＞

⽂部科学省 厚⽣労働省 国⼟交通省
 社会教育施策（公⺠

館活動、社会教育⼠
等）

 ⽣活⽀援コーディ
ネーター

 介護保険法に基づく
地域⽀援事業

 重層的⽀援体制整備
事業

 ⼩さな拠点を核とし
たふるさと集落⽣活
圏形成推進事業

 国⼟の管理構想（地
域管理構想）

総務省
 集落⽀援員
 地域おこし協⼒隊
 地域プロジェクト

マネージャー
 地域⼒創造アドバ

イザー

 地域活性化起業⼈
 特定地域づくり協

同組合
 過疎地域等集落

ネットワーク圏形
成⽀援事業

内閣府
 地域活性化伝道師

連携を確認している各省担当課【総務省地域⾃⽴応援課（地域振興室、過疎対策室）、厚⽣労働省認知症施策・地域介護推進課、
国⼟交通省総合計画課・地⽅振興課、内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地⽅創⽣事務局】

２．各省が実施する都道府県・市町村の担当部局等への説明
において、農林⽔産省から農村ＲＭＯ形成推進施策を情報
提供し、各地域の⼀体的な取組を促進

【文部科学省】第115回中央教育審議会生涯学習分科会(R4.2.15)
【厚生労働省】重層的支援体制整備事業との連携に関する連名通知（R4.3.1）
【厚生労働省】社会・援護局関係主管課長会議(R4.3.18)
【内閣府】小さな拠点・地域運営組織／関係人口担当者会議(R4.5.10)
【厚生労働省】社会保障審議会介護保険部会(R4.5.16)

県
・
市
町
村

⼀緒に動かす

伝達・
意識醸成

健康福祉
担当

地域づく
り担当

社会教育
担当

農林⽔産
担当

国
（RMO関連制度） 伝達・

意識醸成

３．関係府省連絡会議（農村ＲＭＯ形成促進に関する情報共有の場）の形成
【関係府省等】総務省、内閣府、厚⽣労働省、国⼟交通省、⽂部科学省、農林⽔産省、各種団体等
【会議の内容】①現場情報の共有、②関連施策の共有
【開催実績】第１回(R3.10.21）、第２回（R4.1.20）、農村RMO推進シンポジウム（R4.3.10）

第１回農村RMO推進研究会（R4.9.5） R4.9.5 農村RMO推進研究会
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地域住民
（人材）

地域住民が主体となり、

自動車による付き添い支援等を実施

く
ら
し
の
施
策
・
活
⼒
づ
く
り
の
施
策

「福祉農園」から始まる「農村版地域包括ケアシステム」の構築 （事例︓岩⼿県花巻市 ⾼松第三⾏政区）
・ 農村ＲＭＯが地域の課題解決に向け、農業・福祉の関係団体との連携による取組を実施。

・ 福祉農園における農作業や交流を通じて、高齢者・障がい者・子どもを含めた共生型地域コミュニティを形成。

（農業系）
・市 農政課、

農村林務課
・ＪＡ 等

（福祉系）
・市 長寿福祉課、

障がい福祉課
・地域包括支援センター
・社会福祉協議会
・大学（福祉学部）
・障がい者施設
・こども園 等

地域関係団体
福祉農園

子どもに対する食育 加工品の開発（６次化） 配食サービスの食材 福祉施設へ食材提供 サロン活動

福祉農園での活動を通じて、共⽣型地域コミュニティを形成︕

生きがい活動 子どもの食育

農地の貸し出し・交流

障がい者 ⼦ども⾼齢者

連携 実践
参加

高松第三行政区
平成20年、「地域の活性化」を目的に、

全世帯（66世帯）参加で設立。

農業・福祉・交流を柱に活動。

遊休農地活用・
地域資源活用

介護予防の実践現場として、
農作業の活動の場を提供

10世帯が移住︕
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①

②

③

④

④
⑤

⑤

⑤

⑥

⑧

⑦

③

⑨

将来的な有機利⽤エリア
（そば、緑肥作物等）

担い⼿への集約

担い⼿への集約

担い⼿への集約

平場営農組織

（イメージ図）

⑤

⑥
⼦供⾷堂

複数集落を対象とした持続的な⼟地利⽤（再編）のイメージ
○ ⼈⼝減少や⾼齢化が急速に進⾏する中⼭間地域においては、近年、更に⼈⼝減少が進⾏し、集落コミュニティの脆弱化が懸念される

とともに、様々な政策努⼒を払ってもなお農地としての維持が困難な⼟地が増⼤
○ このため、地域の話し合いを通じて、守るべき農地を明確化し、従来の⼿法では維持困難な農地については、農村ＲＭＯが受け⽫と

なって、地域内外の新たな⼈材等を呼び込みながら、放牧、蜜源作物、緑肥作物等、省⼒作物による粗放的利⽤等により農⽤地
を保全

担い⼿への集積・集約化が困難な農地について、農村RMOを中⼼に農⽤地保全に向けた⼟地利⽤を検討

②

く
ら
し
の
施
策
・
活
⼒
づ
く
り
の
施
策

公⺠館・社会教育
関係者

飲⾷店経営者⑨ 果樹（ナツメ）

⑥ 農業体験を通じた
環境教育

⑤ 農業⽣産の再開が
困難な⼟地への植林

⑦ 福祉⽬的での農園利⽤
（ユニバーサル農園）

⑧ 粗放的な利⽤による
農業⽣産（蜜源作物）

⼦ども会・PTA

⾼齢者

養蜂家

はちみつ

婦⼈会

Ｕ・Ｉターン

地域おこし協⼒隊

狩猟ハン
ター

話合いの様⼦

① 粗放的な利⽤による
農業⽣産（燃料作物）

② 粗放的な利⽤による
農業⽣産（緑肥作物）

④ ⿃獣緩衝帯

③ 粗放的な利⽤による
農業⽣産（放牧）

畜産農家
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⼟
地
利
⽤
の
施
策

農山漁村活性化法の一部を改正する法律のポイント

〇人口の減少、高齢化が進む農山漁村において、農用地の保全等により荒廃防止を図りつつ、活性化の取組を計画的に推進するため、
・地方公共団体が作成する活性化計画の記載事項として、農林漁業団体等が実施する農用地の保全等に関する事業を新たに位置付け、
・当該事業の実施に必要な農林地等についての所有権の移転等を促進するための措置等を講ずる。

荒廃農地面積の推移

資料：農林水産省「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」 資料：地域運営組織実態把握調査結果（総務省）より作
成

地域運営組織の形成数の推移

年々増加

農⼭漁村地域の持続的な⼟地利⽤の推進

鳥獣緩衝帯

〇農⽤地の保全等に関する事業を活性化計画の対象事業に位置付け、放牧等の粗放管理
を含む計画的な⼟地利⽤を推進

〇活性化計画に記載された事業を実施する際、農地転⽤許可⼿続等の迅速化
の特例を措置

改正前

改正後
活性化計画の対象事業に
・農⽤地の保全等に関する事業
（放牧、鳥獣緩衝帯、林地化等）を追加

関係法律に基づく申請⼿続の簡略化
（農山漁村活性化法と共通する添付書類の一部を省略等）

○市⺠農園整備促進法に基づく認定申請⼿続の簡略化
〇多⾯法※に基づく認定申請⼿続の簡略化

改正前
・事業の実施に当たって、活性化計画の作成、農用地区
域からの除外手続、農地転用許可手続等をそれぞれ実施

改正後
・農地転用等について、活性化計画作成時に許可等の
要件を確認（農地転⽤許可⼿続等のワンストップ化）

活性化計画の対象事業は
・⽣産基盤・施設の整備に関する事業
・⽣活環境施設の整備に関する事業
・地域間交流拠点施設の整備に関する事業

＜対象事業＞
・農業振興施設の整備
・生活環境施設の整備
・交流施設の整備
・農用地の保全等

農地法等に
係る特例 等

農林漁業団体等
作 成

地方自治体【活性化法のスキーム】

必要に応じて作成

農村型地域運営組織
（農村ＲＭＯ）等

地域の円滑な取組の推進

交付⾦による⽀援

〇 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション等整備事業）により、
農泊施設など農山漁村発イノベーション施設の整備等の取組を支援
※このほか、農⼭漁村振興交付⾦のうち、
・農⼭漁村発イノベーション推進⽀援事業 （商品開発、専門家派遣等）
・農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業（モデル形成支援等）
・最適⼟地利⽤対策等（土地利用計画の策定支援等）
等により地域の活動を支援

提案

活性化計画

所有権移転等促進計画

⼭林

緩衝帯

農地

空別荘を活用した農泊施設

農業地域類型別の人口推移と将来予測

資料：農林水産政策研究所「農村地域人口と農業集落の将来予測」（2019年８月）

山間地域
では半減

活性化計
画作成

作成の過程で
農地転用許可等
の要件を確認

所有権移転等促進計画
〇 施設用地、農⽤地の保全等に
関する事業の実施に必要な農
林地等の所有権、賃借権等の
権利関係の⼀括整理

活
性
化
計
画
作
成

農
用
地
区
域
か
ら

の
除
外

農
地
転
用
許
可

ハード

ソフト

注）赤字は今回改正部分

持続的な土地利用のイメージ

事務手続
を
削減

林地化
⿃獣緩衝帯

集積・集約化

放牧

人・農地関連法

集積・集約化や農用地保全等、
地域の土地利用に関する話合い
を
一体的に実施

※農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（日本型直接支払の根拠法）

放牧

放牧
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．最適⼟地利⽤総合対策

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的
利用を行う農地等を区分し、実証的な取組を行いつつ、⼟地利⽤構
想図を作成し、その実現に必要な農⽤地保全のための活動経費、基
盤整備や施設整備費等を⽀援します。
① 地域ぐるみの話合いによる土地利用構想を概定、農用地保全のた
めの実証的な取組

② 土地利用構想図に基づく粗放的利用のための簡易な整備、農用地
保全のための生産基盤整備や施設の整備

③粗放的利用の取組や省力化機械の導入等農用地保全のための活動
【事業期間：最大５年間、交付率：5.5/10、定額（上限1,000万円/
年）、（粗放的利用支援：10,000円/10a）等】

２．最適⼟地利⽤推進サポート事業
ITを活用した申請手続の簡素化を図るとともに、事業主体の取組内

容や農地保全状況等の確認、地域の課題解決のサポート、優良事例
の横展開等を支援します。
【事業期間：１年間、交付率：定額】

Step 2

＜対策のポイント＞
中⼭間地域等における農⽤地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な⼟地利⽤構想の策定、基盤整備等の条件整備、⿃獣被

害防⽌対策、粗放的な⼟地利⽤等を総合的に⽀援します。

＜事業⽬標＞
農用地保全に取り組み、事業目標を達成した地区数（100地区［令和８年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
民間企業等

都道府県 市町村、地域協議会等
5.5/10、定額等

定額

（１の事業）

（２の事業）

農
⽤
地
保
全
भ
ञ
ी
भ
多
様
ऩ
取
組
॑
総
合
的
प
⽀
援

中⼭間地域等の実情に即した最適かつ持続的な⼟地利⽤を実現

【生産基盤整備】

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的な利⽤を⾏う農地等
を区分し、実証的な取組を実施

【地域ぐるみでの話合い】 【土地利用構想の概定】

⼟地利⽤構想図を策定し、農⽤地保全のための条件整備や各種取組を選択・実施

【簡易な整備】 【加工・販売施設等】【土地利用構想図の策定】

【鳥獣緩衝帯】 【蜜源作物の作付け】

【農用地保全の実証的な取組】

Step １

【計画的な植林】

⻑⼤法⾯の芝⽣化 放牧

【省力化機械の導入】

伐根・整地 ⽔路の補修・整備

農⼭漁村振興交付⾦のうち
最適⼟地利⽤総合対策

※下線部は拡充内容

⼟
地
利
⽤
の
施
策
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活
⼒
づ
く
り
の
施
策

対 象：人口規模・人口密度・事業所数等に照らし、人材確保に特に支援が必要な地区として知事が判断
※過疎地域に限られない

認定手続：事業協同組合の申請に基づき、都道府県知事が認定（10年更新制）
特例措置：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業（無期雇用職員に限る）を届出で実施可能

人口急減法の概要

特定地域づくり事業協同組合制度の概要

都道府県

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない

・安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない

⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出
・組合で職員を雇用し事業者に派遣
（安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保）

⇒地域の担い手を確保

特定地域づくり事業協同組合制度

〈組合の運営経費〉

市町村

１／２
利用料金収入

１／４
交付金

食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

飲
食
・
宿
泊
業
者

農

業

者

林

業

者

…

機

械

製

造

業

者

特定地域づくり事業協同組合員

…

人材 派遣

認定
特定地域づくり事業協同組合

漁

業

者

１／８
特別

交付税

１／８

１／２市町村助成

根拠法：地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和2年6月4日施行）

財政
支援

利用 料金

地域づくり人材の雇用⇒所得の安定・社会保障の確保

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり

R４予算額 5.0億円
（内閣府予算計上）

出典：総務省資料より
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く
ら
し
の
施
策
・
活
⼒
づ
く
り
の
施
策

農村RMOと 「特定地域づくり事業協同組合」 の連携（RMOが、組合員）
・ 「安来市特定地域づくり事業協同組合」では、仕事を組み合わせたマルチワークを形成することで、

組合員加入している地域の事業者に対し、労働者派遣事業を実施。

・ 同組合には、農村ＲＭＯ「えーひだカンパニー」も組合員として参画し、地域づくり人材※が安心して
活躍できる環境を整備。

安来市特定地域づくり
事業協同組合

無期雇⽤派遣職員として採⽤

農事組合法⼈のきの郷
（業種︓農業）

有限会社梅林商会
（業種︓農機具販売・⼩売業）

えーひだカンパニー株式会社
（業種︓農業）

株式会社
LPCベジタリアファーム

（業種︓農業）

北中農園
（業種︓農業）

合同会社VEGE齋藤
（業種︓農業）

有限会社
ジェイエイやすぎサービス

（業種︓農業）

農事組合法⼈
おおつか営農組合
（業種︓農業）

やすぎアグリ合同会社
（業種︓農業）

安来市特定地域づくり事業協同組合 組合員

派
遣

平成29年設立。自治機能と生産機能を合わせ
持った、住民による住民のための株式会社と
して、農業（中山間地域等直接支払交付金の
事務も受託）を含め、生活環境、福祉、産業、
観光など多岐にわたる分野で、ビジョン実現
に向けた事業を展開。

えーひだカンパニー株式会社（農村RMO)

えーひだ市場

出典：安来市特定地域づくり事業協同組合ホームページ

※ 地域づくり人材：地域の産業に従事する者やNPO等の社会貢献活動に従事する者など、
地域社会の維持及び地域経済の活性化に寄与する人材等

（地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律ガイドラインより）

事例︓島根県安来市⽐⽥地区

【比田地区】人口959人、世帯数396戸（2022年７月末時点）
小学校１校、19の自治会（集落）
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・
活
⼒
づ
く
り
の
施
策

農村RMOと 「特定地域づくり事業協同組合」 の連携（農村RMOから、組合を設⽴）
・ 一般社団法人櫛池農業振興会は、中山間地域等直接支払交付金や多面的機能支払交付金の統合を行いながら、

集落の自主的活動を中心に、広域連携による中山間地の活性化を目指している。

・ また、地域では、有限会社グリーンファーム清里を中心とした農業法人の連合が形成されており、これを母体に、
農村ＲＭＯとしての活動を区域全域で展開中。

・ 令和４年、これら７つの団体が、「星の清里協同組合」（特定地域づくり事業協同組合）を設立。

星の清里協同組合
（農村ＲＭＯから、組合を設立）

無期雇⽤派遣職員として採⽤

星の清⾥協同組合 組合員

派
遣

平成18年９月発足。雪深い山あいの11の集落が一つになって、
日々平穏に暮らしながら、みんなの力で伝統や文化をはじめと
する集落機能や農地と環境を守り、次の世代に引き継ぎたいと
の願いから生まれたコミュニティ。地区内における中山間地域
等直接支払交付金や多面的機能支払交付金の事務処理を担う。
農林水産省農村振興局主催「農村プロデューサー養成講座」
受講生も在籍しており、地域活動を盛り上げている。

⼀般社団法⼈ 櫛池農業振興会

出典：一般社団法人櫛池農業振興会ホームページ※ 地域づくり人材：地域の産業に従事する者やNPO等の社会貢献活動に従事する者など、地域社会の維持及び地域経済の活性化に寄与する人材等
（地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律ガイドラインより）

事例︓新潟県上越市清⾥地区

株式会社
ＴＹ ＧＲＥＥＮ
（業種︓農業）

株式会社 ＫＳ光
（業種︓農業）

農事組合法⼈
⻘柳⽣産組合
（業種︓農業）

有限会社
グリーンファーム清⾥

（業種︓農業）

農事組合法⼈
北野⽣産組合
（業種︓農業）

農事組合法⼈
⽔倉ファーム

（業種︓農業）

⼀般社団法⼈
櫛池農業振興会

（業種︓⽣活関連サービス業）櫛池地区 田植え・稲刈りツアーの開催【清里地区】人口2,457人、世帯数878戸（2022年８月末時点）
小学校１校、25の自治会（集落）


